
平成29年中の値である。
値の公表がなくなったため、電力は平成27年度、内国郵便引受・配達数は平成27年中の値である。
平成26年の値である。
私鉄乗降客数のうち阪急電鉄は平成28年平均、北大阪急行は調査日、大阪高速鉄道は平成28年度平均の値である。

図－１

豊　　中　　市　　の　　１　　日

注１）
２）
３）
４）

電気使用量

225万KWH

ガス使用量

28万㎥

水道使用量

12万㎥

ゴミ搬出量

323ﾄﾝ

市立病院入院・外来数

1,329人

内国郵便引受・配達数

28万1千通

航空機乗降人員

4.1万人

図書館貸出人員

3,552人

火災発生件数

0.3件

犯 罪

10件

交 通 事 故

3件

私鉄乗降客数

40万8千人

商品販売額

33億6千万円

製造品出荷額等

7億円

転 入

59人

転 出

53人

出 生

9.7人

死 亡

9.9人

婚 姻

5.2組

離 婚

1.9組

1) 1) 1) 1)

1) 1)

3) 3) 4)

2)

2)



市　　域　　の　　変　　遷

図－２



人口および世帯数の移り変わり

年齢５歳階級別人口

資料　総務省　統計局　、総務部　行政総務課

図－３
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人口異動　（平成２０～２９年）

人口異動　（平成２９年）

資料　市民協働部　市民課

図－４
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社会増減

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年

人

転入

転出

出生死亡

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

転入

転出

出生

死亡

人

平成24年の社会増減が著しく多い理由：平成24年7月9日施行の住民基本
台帳法改正により、外国人住民を住民基本台帳に登載したため。



（平成７年＝１００） （単位　ha）

全農家のうち、販売農家を対象に専業兼業別農家数を調査したものである。

図－５

農　業　の　推　移 経営耕地面積の推移

専・兼業別農家数の構成 販売農家の経営耕地面積規模別農家数

注１）

資料　農林水産省　統計情報部　、　大阪府　総務部　統計課
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図－６

平成26年経済センサス－基礎調査

事業所分布図 従業者分布図

業　種　別　割　合

資料　総務省　統計局

21.5%

20.2%

12.8%

9.8%

12.0%

4.2%

11.5%

17.0%

9.5%

11.4%

9.1%

4.4%

23.7%

32.9%
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従業者数
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その他

13,632
事業所

130,814人



(平成２１年＝１００）

（従業者４人以上の事業所）

資料　総務部　行政総務課

図－７

平成２６年工業統計調査
工   業   の   推   移 従 業 者 規 模 別 割 合
（従業者４人以上の事業所） （従業者４人以上の事業所）

業　種　別　割　合
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（平成６年＝１００）

図－８

平成26年商業統計調査

商　　業　　の　　推　　移
(卸売・小売業)

業　種　別　割　合

資料　総務部　行政総務課
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持ち家

借　家

資料　総務省　統計局

図－９

平成２５年

３．９７室

28.70畳 12.56畳

平成２５年住宅の所有関係別割合

平成２５年住宅の居住水準別割合
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